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別表第１

職員と民間従業員の給与較差

民間給与 (Ａ) 職 員 給 与 (Ｂ) 較差 (Ａ)－(Ｂ)

経過措置含まず(給料 657 円

表の額)
(1) 380,671 円

（ 0.17 ％）

381,328 円

△13,682 円

経過措置含む (2) 395,010 円
（△ 3.46 ％）

（注）１ 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

２ 職員給与の上段は経過措置を含まない額、下段は経過措置を含む額である。

３ 較差の上段は経過措置を含まない職員給与、下段は経過措置を含む職員給与に基づき算定し

た数値である。

別表第２

民間における扶養（家族）手当の支給状況

扶 養 家 族 の 構 成 支 給 月 額

配 偶 者 11,947 円

配 偶 者 と 子 １ 人 20,005 円

配 偶 者 と 子 ２ 人 26,219 円

（注）１ 家族手当の支給につき配偶者の収入に対する制限がある事業所を対象とした。

２ 支給月額は、家族手当が平成17年以降改定された事業所について算出した。

備 考 職員の場合、扶養手当の現行支給月額は、配偶者については13,000円、配偶者以外について

は、１人につき6,000円である。なお、満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子がいる

場合は、当該子１人につき5,000円が加算される。
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別表第３

民間における特別給の支給状況

区 分
事務・技術等従業員

項 目

下半期 （ Ａ１ ） 330,778 円

平均所定内給与月額

上半期 （ Ａ２ ） 331,809 円

下半期 （ Ｂ
１

） 741,280 円

特 別 給 の 支 給 額

上半期 （ Ｂ２ ） 724,039 円

下半期 （
Ｂ１

） 2.24 月分

特 別 給 の 支 給 割 合
Ａ１

上半期 （
Ｂ２

） 2.18 月分
Ａ２

年 間 の 平 均 4.42 月分

（注） 下半期とは平成18年８月から平成19年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間

をいう。

備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.45月である。

別表第４

民間における雇用調整の実施状況 （単位：％）

項 目 実 施 事 業 所 割 合

採 用 の 停 止 ・ 抑 制 6.7

部 門 の 整 理 ・ 部 門 間 の 配 転 6.6

業務の外部委託・一部職種の派遣社員等への転換 3.3

転 籍 出 向 3.6

一 時 帰 休 ・ 休 業 0.5

残 業 の 規 制 2.4

希 望 退 職 者 の 募 集 2.1

正 社 員 の 解 雇 1.0

賃 金 の カ ッ ト 1.0

計 18.5

（注） 平成19年１月以降の実施状況である。



- 43 -

別表第５

民間における給与改定の状況

(単位：％）

項 目 ベースアップ ベースアップ ベースアップ
ベースダウン

役職段階 実施 中止 の慣行なし

係 員 40.4 12.6 1.2 45.8

課 長 級 42.0 10.1 1.4 46.5

別表第６

民間における定期昇給の実施状況

(単位：％）

項 目 定期昇給 定期昇給
定 期 昇 給 実 施 定期昇給

役職段階
制度あり

増 額 減 額 変化なし 停 止
制度なし

係 員 72.7 69.1 25.2 7.2 36.7 3.6 27.3

課 長 級 65.9 61.7 24.2 5.9 31.7 4.2 34.1

（注） ベースアップと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計した。

注 「平成19年職種別民間給与実態調査」の概要

１ 調査の目的と時期

この調査は、職員の給与を検討するに当たっての基礎資料を得るため、平成19年４月現在における民間

給与の実態を調査したものである。

２ 調査期間

新潟県人事委員会、人事院及び新潟市人事委員会等

３ 調査の範囲

調査対象事業所 企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所のうち、「漁

業」、「鉱業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸

業」、「卸売・小売業」、「金融・保険業」、「不動産業」、「医療、福祉」、「教育、学習支援業」及

び「サービス業（学術・開発研究機関、その他の生活関連サービス業、物品賃貸業、広告業及び政治・経

済・文化団体）」に分類された1,229事業所

４ 調査対象の抽出

標本事業所の抽出 上記３に記載した事業所を統計上の理論に従い、組織、規模、産業により22層に層

化し、これらの層から219事業所を無作為に抽出し実地調査を行った。


